
平成 21 年度 第３回学都仙台コンソーシアム運営委員会議事要録 

 
日 時：2009 年７月 30 日（木）17:00～18:45 
場 所：仙台市市民活動サポートセンター ６階セミナーホール 
出席者：馬渡運営委員長（宮城大学） 
    阿部運営副委員長（宮城教育大学） 
    井上運営副委員長（東北学院大学） 

渡辺運営委員（東北福祉大学）代理＝木村教授、大庭運営委員（東北生活文化大

学）、高田運営委員（宮城学院女子大学）、武田運営委員（宮城大学）、伊藤運営委

員（宮城誠真短期大学）、丹野運営委員（宮城工業高等専門学校）、間庭運営委員

（仙台商工会議所）代理＝寺尾商工振興部企画担当部長 
高橋コンソーシアム事務局長（東北大学）          以上「順不同」 

欠席者：畠平運営委員（放送大学宮城学習センター）、青木運営委員（宮城県）、宮本運営

委員（仙台市）、 
折田コンソーシアム事務局次長（仙台市）          以上「順不同」 

（陪席）佐々木尚絅学院大学学長、吉崎宮城学院女子大学学長、 
柳津仙台市企画市民局総合政策部総合計画課主幹、唐牛仙台市企画市民局総合政策

部総合計画課、菅原仙台市都市整備局総合交通政策部公共交通課主査、中村宮城大

学事務部学務課長、小山宮城大学事務部教務第１グループ主幹、浅沼東北大学教

育・学生支援部教務課長、丸山コンソーシアム事務局〔東北大学総務部総務課長〕、

渡邉コンソーシアム事務局〔東北大学総務部総務課長補佐〕、田中コンソーシアム

事務局〔東北大学総務部総務課総務係主任〕、内海コンソーシアム事務局員、菱沼

コンソーシアム事務局員                  以上「順不同」 
議 事 
 議事に先立ち、馬渡運営委員長から、議題１「仙台学長会議主催市民公開シンポジウム

について」を説明願うため、尚絅学院大学の佐々木学長および宮城学院女子大学の吉崎学

長が出席する事について、了承を頂きたい旨の発言があった。 
 

○平成 21 年度 第２回運営委員会議事要録（案）の確認 
  馬渡運営委員長から、平成 21 年度 第２回運営委員会議事要録（案）について諮った

結果、これを承認した。 
 
１．仙台学長会議主催市民公開シンポジウムについて 

馬渡運営委員長から、配付資料に基づき、仙台学長会議主催市民公開シンポジウムの

次第等について説明があった後、尚絅学院大学佐々木学長から、開催趣旨、パネリスト、

コーディネーターなどについての説明があった。 
また、市民公開シンポジウムを学都仙台コンソーシアムが共催することについて諮り、

了承された。 
 
２．予備費の使用について 

高橋事務局長から、配付資料に基づき、市民公開シンポジウムの支出見込額及び予備

費の使用についての説明があり、審議の結果、予備費７０万円の使用について了承され

た。 
なお、予備費７０万円と仙台学長会議からの拠出金１０万円の計８０万円で不足する



場合には、助成金の獲得や経費の削減等で対応することとされた。 
 
３．各事業部会からの報告について 
  武田単位互換部会長から、配付資料に基づき、サテライトキャンパス後期開講予定科

目が追加になった旨の説明があった。 
続いて広報部会事務局から、配付資料に基づき、リーフレット改訂版及び広報サポー

トスタッフについての説明があった。 
また、井上企画部会長から、戦略的大学連携支援事業の進捗状況について口頭で説明

があった。 
 
４．健康フェアへの協力について 
  高橋事務局長から、配付資料に基づき、説明があった後、馬渡運営委員長から、学都

仙台コンソーシアムが健康フェアへ後援を行うことについて諮った結果、了承された。 
   
５．その他 
 （１）第６回全国大学コンソーシアム研究交流フォーラムについて 

井上企画部会長から、配付資料に基づき、第６回全国大学コンソーシアム研究交流

フォーラムへの参加について説明があった。 
 
 （２）学都仙台スマートキャンパスについて 

仙台市都市整備局総合交通政策部公共交通推進課の菅原主査から、配付資料に基づ

き、学都仙台スマートキャンパスの取り組みが、環境省の公募事業に採択された旨の

報告説明があり、「通学マップ」の作成について、より多くの大学に協力を願いたいと

の要請があった。 
 
（３）その他 
・ 高橋事務局長から、コンソーシアム事業が４年目に入るため、コンソーシアムの活動

に対する評価が必要なのではないかとの問題提起があった。 
・ 市民公開シンポジウムを開催する会場を仙台国際センターとすることについて、費用

面からの検討が行われた。 
  なお、仙台国際センターで開催する場合には、費用が不足するため、助成金の獲得や

経費の削減等で対応することとされた。 
 

以上 


